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はじめに
現在日本では、別居や離婚時の婚姻費用や養育費の算定において、2003年に「東京・
大阪養育費等研究会 1」が提案した「養育費・婚姻費用の簡易算定方式・簡易算定表」（以
下、現算定方式と記す）が広く活用されている。しかし、現算定方式をめぐっては、提案
時から一度も改訂されておらず当時の統計値や税法が用いられていることや、低すぎる
算定額につながる理論上の問題点が、実務家や研究者から指摘されてきた（松嶋：2007, 
2012, 2013,日弁連：2011, 2012, 2013, 大阪弁護士会：2012）。筆者も、本紀要第42号（宮
坂：2015）において、最新の統計資料を用いて現算定方式を検証し、いくつかの疑問点
を提示している。
2016年11月、日本弁護士連合会（以下、日弁連と記す）は『養育費・婚姻費用の新し
い簡易な算定方式・算定表に関する提言』（日弁連：2016）を発表した。これは、同会が
2012年の「『養育費・婚姻費用の簡易算定方式・簡易算定表』に対する意見書」（日弁連：
2012）で、問題点を指摘した現算定方式・算定表の改善を目指す新しい算定方式・算定
表（以下、日弁連算定方式と記す）の提案であった。
そこで本稿では、日弁連が2016年に提案した新しい算定方式を取り上げ、現算定方式
の問題点がどのようにクリアされているかを見ていく。この日弁連算定方式は、「実務で
定着している現算定方式の枠組みを踏襲しつつ、その問題点を修正した」（日弁連：2016, 
p.2）とされている。そこでまず、現算定方式の枠組み及び日弁連が意見書や提言で指摘
した問題点を概観した後、日弁連が提案した新しい算定方式を紹介したい。
なお、本稿では主に養育費に限定して取り上げる。
１．現算定方式の枠組みと日弁連が指摘する問題点
（1）現算定方式が提案された背景と利用の現状
家庭裁判所の審判や調停において、現算定方式が提案される以前は、養育費等の算定方
 1 東京と大阪の裁判官と調査官の有志により結成された。
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式は統一されておらず、一件ごとに実額で算出していた 2。そこで、「養育費等の算定の簡
易化・迅速化を目指し、従前の家庭裁判所における実務について再検討を加える研究を行
い」、従来の基本的な枠組みは踏襲しつつ、「養育費・婚姻費用簡易算定表」を用いて算出
するという簡易で汎用性のある算定方法が、2003年に裁判官や調査官有志により提案さ
れた（東京・大阪養育費等研究会：2003, p.285）。この結果、多くのケースで権利者と義
務者の年収を算定表に当てはめるだけで、簡単に養育費等が算出できるようになった。
厚生労働省も、母子世帯の相談に現算定方式・算定表の積極的な活用を促したため、瞬
く間に広く定着した（日弁連両性の平等に関する委員会：2017, p.3）。現在この算定表は、
インターネット上でも手軽に見ることができ、合理的な算定基準として協議離婚等におい
ても幅広く活用されている。
（2）現算定方式の枠組みと日弁連が指摘する問題点
現算定方式の基本的枠組みは、可処分所得とも言うべき親の「基礎収入」と、親と子ど
もの生活費の割合を指数化した「生活費指数」を用いて養育費等を算定するものである。
①「基礎収入」の算出
給与所得者の場合、「基礎収入」は、総収入3から「公租公課」、「職業費4」、「特別経費5」
を控除して算出する。自営業者の場合は、総収入から「公租公課」、「特別経費」を控除し
て算出する。表 1-1 は「公租公課」及び「職業費」、「特別経費」に含まれる総務省統計局
「家計調査」の費目一覧である。
表 1 -1　控除費用に含まれる税及び総務省統計局「家計調査」の費目一覧
①公租公課 所得税、住民税、社会保険料
②職業費 「被服及び履物」、「交通」、「通信」、「書籍・他の印刷物」、「諸雑費」、「こづかい」、「交際費」
③特別経費 「住居」、「土地家屋借金返済」、「保健医療」、「保険掛け金」
出所：東京・大阪養育費等研究会（2003）より筆者作成。
「公租公課」（税金・社会保険料）は、2003年提案当時の「各税法等で理論的に算出さ
れた標準的な割合（理論値）を採用」（東京・大阪養育費等研究会：2003, p.289）したと
されている（表 1-2）。
これに対し日弁連は、理論値では個別の生活実態が反映されないため、実額を用いるこ
とが適切ではないか。さらに、「総収入と公租公課が対応する表などがなく、総収入に乗
 2 詳しくは宮坂（2015, pp.50 – 51）参照。
 3 給与所得者は源泉徴収票の支払い金額、自営業者は課税される所得金額を用いる。
 4 東京・大阪養育費等研究会は、給与所得者の就労に必要な支出としている。
 5 東京・大阪養育費等研究会は、住宅関連費用や私的保険など、生活上余儀なくされる支出とし
ている。
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ずべき公租公課の具体的割合を決定することができない」。そのため理論値の検証や理論
値を使うことができず、「基礎収入」算出には、総収入に占める「基礎収入」の割合の概
算（表 1-2）が用いられてきた。さらに、提案時から全く改訂されておらず、これまでの
税法等の変更が反映されていないといった問題点を指摘している（意見書第 3 の 1 6, 提言
第 2 の 1 7）。
表 1 -2　現算定方式の基礎収入と控除費用の総収入に占める割合
扶養義務者（夫妻）の総収入（100％）
必要経費として控除される費目と割合
基礎収入の割合
　 公租公課 職業費 特別経費
給与所得者 12～31％ 20～19％ 26～16％ 42～34％
自営業者注1，2 15～30％ ― 33～23％ 52～47％
出所：東京・大阪養育費等研究会（2003）より筆者作成（宮坂：2015, p.51より抜粋）。
注 1： 自営業者の場合は、給与所得者の職業費に当たる費用や社会保険料は既に控除されているため、課税される所得金額を総収入と
し、所得税、住民税、特別経費を控除する。
注 2：数値の表記は、すべて年間収入階級別最低位階級～最高位階級の値を示している。
「職業費」と「特別経費」は、1998～2002年の総務省統計局「家計調査年報」の「年間
収入階級別一世帯当たり年平均 1 个月間の収入と支出（勤労者世帯）」から、それぞれの
該当費目の 5 年間の平均値を合算し、総収入に占める「職業費」と「特別経費」の割合を
算出している（表 1-1, 表 1-2）。
これに対し、日弁連は以下のような問題点を指摘している。
「職業費」、「特別経費」においても、「公租公課」と同様、2003年以降の統計値の改訂
が行われていない（提言第 2 の 1）。
「職業費」では、現算定方式は「被服及び履物」のみ「世帯人員で除し、有業人員で乗
じたもの」（東京・大阪養育費等研究会：2003）を用いているが、他の 6 費目については
世帯全体の支出額を用いている。そのため、他の世帯員の支出も「職業費」に加算され、
「職業費」が過大に算出されている（意見書第 3 の2, 提言第 2 の 1）。
「特別経費」については、統計値の平均を用いることは「個別具体的な事情 8」が考慮さ
れず、研究会提案の「特別経費」の意義に反する。さらに、「特別経費」を総収入に占め
る割合として扱うことは、総収入の格差が住居費等の格差を招くことにつながる。「特別
経費」算定過程で世帯単位の統計値を用いており、世帯人員が考慮されておらず、子ども
 6 日弁連（2012）「『養育費・婚姻費用の簡易算定方式・簡易算定表』に対する意見書」。以下同じ。
 7 日弁連（2016）「『養育費・婚姻費用の新しい簡易な算定方式・算定表』に関する提言」。以下同じ。
 8 「弾力性、伸縮性に乏しく、自己の意思で変更することが容易ではなく、生活様式を相当変更さ
せなければその額を変えることができない」（日弁連：2016, 第 2 提言の理由より抜粋）。
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の住居費等は、結果的に養育者のみが負担するという不公平な構造となっている 9。
自営業者の「特別経費」算出に、給与所得者の家計統計が用いられている可能性があ
る 10（意見書第 3 の3, 提言第 2 の 1）。
日弁連は、特に「特別経費」を総収入から控除すること自体が格差の固定化につなが
り、養育費の趣旨である「生活保持義務11」に反するとし、「現算定方式における最も重大
な問題点である」と指摘している（日弁連両性の平等に関する委員会：2017, p.15）。
②「生活費指数」の標準化
現算定方式は、「生活保護基準及び教育費に関する統計から導きだされる『標準的な生
活費指数』により、子の生活費を計算」（東京・大阪養育費研究会：2003, p.290）してい
る。1998～2002年の「生活扶助基準」1 級地－ 2 の第 1 類・第 2 類 12 及び、文部科学省
「子どもの学校費調査」の1996年度、1998年度、2000年度調査結果の「学校教育費13」を用
いて、それぞれの平均値を算出し、親を100とした場合、子（0 ～14歳）55、子（15～19
歳）90という「生活費指数」を導きだしている（表 1-3）14。子の教育費は、「0 ～14歳ま
でについては、公立中学校の子がいる世帯の年間平均収入に対する公立中学校の学校教育
費相当額を、15～19歳までについては公立高等学校の子がいる世帯の年間平均収入に対
する公立高等学校の学校教育費相当額を考慮」（東京・大阪養育費等研究会：2003, p.290）
して算出したとしている。
表 1 -3　現算定方式の親子の生活費指数
生活費指数 親　　100 子（0 ～14歳）　55 子（15～19歳）　90
出所：東京・大阪養育費等研究会（2003）より筆者作成（宮坂：2015, p.51より抜粋）。
 9 「住居関係費，保健医療及び保険掛金は、―中略―収入階級に応じて金額が増減するから、これ
らを特別経費として総収入からあらかじめ控除することは、権利者・義務者の住居関係費等の生
活水準の格差を固定化することになる。加えて―中略―特別経費算出過程で子どもとの同居やそ
の人数を考慮していないため、子どものための住居関係費、保険医療及び保険掛金については、
養育者にのみ負担させる構造となっている」（日弁連：2016, 第 2 提言の理由より抜粋）。
10 総務省統計局「家計調査」の「勤労者世帯」は、世帯主が会社、官公庁、学校、工場、商店な
どに勤めている世帯（出所：総務省統計局「家計統計用語の説明」）であり、自営業者は含まれ
ていない。
11 親の子どもに対する養育費の支払い義務（扶養義務）は、親に余力が無くても自分と同じ水準
の生活を保障するという強い義務（生活保持義務）だとされる（出所：http//www.moj.go.jp法務
省民事局参事官室 , 2017.9.1アクセス）。
12 第 1 類は衣食住等の日常的な消費生活のための費用の 1 个月当たりの必要最低水準を定めた個人
単位の金額であり、第 2 類は光熱費や家具什器購入費用など、世帯全体として消費する費用で
世帯員の人数別に金額が定められている。
13 学校教育のために各家庭が支出した全経費で、学校が一律に徴収する経費及び必要に応じて各
家庭が支出する経費の合計（文部科学省「平成24年子どもの学習費調査」項目別定義）。
14 「生活扶助基準」第 1 類の年齢階級は 6 区分だが、現算定方式は、子は 2 区分に、親は20～59歳
の 1 区分に簡略化している（宮坂：2015, pp.52 – 53参照）。
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これに対し日弁連は、a.生活扶助基準住居第 2 類ではスケールメリットが考慮されて
いるが、現算定方式では考慮されていないため、子どもの生活費が過小評価されている。
b.学校教育費の具体的な計算方法が明らかにされていないため「生活費指数」の標準化の
再現ができない。c.「生活費指数」が 0 歳も14歳も同じ55であり、子どもの生活実態と乖
離しているといった問題点を指摘している（意見書第 3 の4, 提言第 2 の 1）。
③養育費算出手順
現算定方式は、「基礎収入」及び「生活費指数」から以下の手順で養育費を算出して 
いる。
　Ⅰ．義務者の基礎収入のうち子どもに振り分けられる生活費 15
　　　 ＝義務者の基礎収入×子どもの生活費指数÷（義務者の生活費指数＋子どもの生
活費指数）
　Ⅱ．養育費
　　　 ＝義務者の基礎収入のうち子どもに振り分けられる生活費×義務者の基礎収入÷　　
（義務者の基礎収入＋権利者の基礎収入）
現算定方式は、この枠組みに沿った 8 表から成る簡易算定表が作られており、権利者
と義務者の総収入（年収）及び子どもの年齢と人数から容易に養育費が算出できるように
なっている 16。
２．現算定方式の問題点を修正した2016年提言の日弁連算定方式の概要
日弁連算定方式は、「基礎収入」と「生活費指数」から養育費等の算定額を導きだすと
いう現算定方式の基本的枠組みを踏襲しつつ、上述した問題点を改善している（図 2-1）。
（1）日弁連算定方式の「基礎収入」
①「公租公課」の修正点
「公租公課」の内容（所得税、住民税及び社会保険料）は、現算定方式を継承するが、
認定は原則として実額を用いる。これは「理論値は、実額に比して個別具体的な生活実態
が反映されないため、実額を用いることに不都合がないのであれば、実額を用いることが
適切」であり、「源泉徴収票や給与明細、確定申告書等によって実額を認定することが容
易」であるためとしている。ただし、総収入について争いが生じている場合など「年収か
ら基礎収入を簡易迅速に算定する必要がある場合には、例外的に理論値を用いる」（提言
第 3 の 2）。
15 高収入の親（義務者）と子どもが同居していると仮定して、子どもの生活費を算出するという
考え方を採用（東京・大阪養育費等研究会：2003, p.286）。
16 簡易算定表は、2 万円の幅を持たせた養育費が表示されている。
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②「職業費」の修正点
「職業費」に含まれる 7 費目については、現算定方式を踏襲している（表 1-1 参照）。し
かし算出の際、「被服及び履物」だけでなく他の 6 費目においても、世帯人数で除して 1
人当たりの支出額を算出し、有業人員数で乗じている。他の世帯員の生活費は除かれてい
る（提言第 3 の 2）。
③「特別経費」の修正点
日弁連が最も問題視する「特別経費」については、一般的に総収入から控除することは
しない。その結果、「住居費」を含む「特別経費」は、「基礎収入」に加算され生活費とし
て配分されることになる。扶養者と同程度の生活水準を被扶養者に対しても確保すること
ができるため、「生活保持義務」の理念にもかなうとしている（提言第 3 の 2）。
「職業費」、「特別経費」ともに最新の総務省統計局「家計調査年報」2011～2015年を用
いている。
以上のような修正の結果、現算定方式の「基礎収入」算定上の問題点はおおよそ解消さ
れ、日弁連算定方式の「基礎収入」は、総収入の約 6 ～ 7 割 17 となっている。
17 年収十分位階級別平均62.83％、Ⅰ～Ⅹ分位で65.28～59.86％となっている（日弁連, 2016, 別表
1）。現算定方式は、給与所得者の場合は総収入の42～34％、自営業者では52～47％（表 1-2
参照）。
図 2 -1　現算定方式の問題点と日弁連算定方式の改善点
出所：日弁連両性の平等に関する委員会（2017, p.6）。
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実額で控除又は
更新した理論値で控除
稼働者の支出に限定かつ
統計資料を更新
特別経費として一律に控除
することはしない
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（2）「生活費指数」の標準化
現算定方式と同様に日弁連算定方式も、生活保護基準及び学校教育費調査を用いて生活
費を指数化している。生活保護基準は、2016年 4 月の東京都特別区（1 級地－ 1）の生活
扶助基準及び住宅扶助を用いて、世帯の人数に応じて生活費指数を標準化している。学校
教育費は、文部科学省「子どもの学習費調査報告書」の2012年、2014年、2016年調査結
果を用いて算出している（提言第 3 の 2）。
子どもの年齢区分では、現算定方式の 2 区分から、3 区分（0 ～ 5 歳、6 ～14歳、15～
19歳）、または 6 ～14歳を 2 区分して 4 区分（6 ～11歳、12～14歳）としている。権利
者側の子どもの数と年齢に応じて、権利者と子どもの細かな「生活費指数」が設定されて
いる（表 2-1）。
「生活費指数」は、現算定方式（表 1-3 参照）より格段に細分化され、権利者と子ども
の生活実態により即したものとなっている。
表 2 -1　日弁連算定方式の「生活費指数」
権利者と同居する 
子の数
義務者 権利者
子 1 人当たり
0  – 5 歳
6  – 11歳 12 – 14歳
15 – 19歳
6  – 14歳
夫婦のみ 100 100 － － － －
1 人 100 69 66
69 77
83
72
2 人 100 54 54
57 65
71
60
3 人 100 47 45
48 55
62
50
4 人 100 41 39
42 49
56
45
出所：日本弁護士連合会（2016）別表 9。
注 1： 18～19歳の学習費（学校教育費）は高等学校と仮定。
注 2： まず、権利者と同居する子の人数を確定し（左列）、子の人数に応じた義務者、権利者及びこの生活費指数を、同一の行で確認
する。
注 3： 住宅扶助に相当する指数は、1 人世帯で40、2 人世帯で47、3 人世帯及び 4 人世帯で51である。例えば、義務者が 1 人世帯で、
権利者が 5 歳以下の子 1 人との 2 人世帯である場合、義務者の生活費指数100のうち40が住宅扶助に相当する指数であり、権利
者世帯の生活費指数135（=69+66）のうち47が住宅扶助に相当する指数である。
注 4： 学校教育費に相当する指数は、世帯の人数にかかわらず、0－5歳で 4、6－11歳で 3、12－14歳で 8、15－19歳で15である。な
お、6－14歳で 5 である。
（3）養育費の算定
養育費算定の手順は、現算定方式と同様である（提言第 3 の 2）。
養育費を支払う義務者と受け取る権利者それぞれの総収入から、必要経費として控除さ
れる費用を除き「基礎収入」を導きだす。次に、義務者（高収入の親）と子どもが同居し
ていると仮定して義務者の「基礎収入」から、親子の「生活費指数」を用いて子の生活費
を算出し、それを義務者と権利者の「基礎収入」で按分して義務者の養育費負担額を算出
する。
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なお、日弁連算定方式においても、「できる限り現算定表の仕様を踏襲した」全39表の
簡易算定表が付されており、権利者と義務者の年収及び子どもの年齢と人数から養育費が
迅速に算出できるようになっている。
提言には、具体事例をあてはめた日弁連算定方式と現算定方式の養育費算出の比較が掲
載されている。ここでは算定額のみ紹介する（表 2-2）。
《事例》父母ともに給与所得者
　　父（義務者）：年収400万円
　　母（権利者）：年収175万円、子ども15歳と同居
表 2 -2　具体例を当てはめた場合の日弁連算定方式と現算定方式の養育費の比較（月額）
日弁連算定方式 現算定方式
養育費
7 万円（算定表 3）
7 万1266円（算定方式から算出）
4 万円（算定表218）
（統計値更新版では 5 万円 19）
出所：日弁連（2016, 別表 3）より筆者作成。1819
注： ただし、義務者の生活費が生活保護基準に基づく最低生活費を下回る場合、養育費を減額し最低生活費は確保されなければならない。
日弁連算定方式で算出した養育費は、現算定方式のおよそ1.75倍以上となっている。ま
た、現算定方式においても、現在の税法や統計値を用いて更新した場合では、1 万円増額
することに注目したい。
なお、本稿では取り上げなかったが、提言には「残された課題」として、いくつかの今
後の検討事項が示されている。
最後に
現算定方式が2003年に東京・大阪養育費等研究会によって提案されて以来、実務家や
研究者から低すぎる算定額につながる理論上の問題点や更新の必要性が指摘されてきた。
しかし、具体的な改善には結びつかないまま、この間、現算定方式は合理的な算定基準と
してますますその認知度を高め、広く社会に浸透している 20。
日弁連は、2012年の意見書に続き、2016年に本稿で紹介した新たな算定方式を提示し
た。現算定方式が統計値の改訂すら着手されていない状況の下で、日弁連の一連の対応は
高く評価できるといえる。
18 現行算定表の 2 ～ 4 万円と 4 ～ 6 万円の境界付近となる（日弁連：2016, 別紙 3）。
19 日弁連が、現行算定方式を用いて2011～2015年の最新統計資料で作成した「更新版算定表」の
金額（日弁連：2016, 別紙 3）。
20 筆者は家事調停員として離婚調停に携わっているが、婚姻費用や養育費をめぐる権利者と義務
者の攻防において、現行算定方式の算定額が説得力のある基準として用いられる場合が多いこ
とを実感している。
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諸外国と比べて日本では、離婚後の子どもの養育費や面会交流等に関わる法制度は非常
に不十分な状況にある21。「子の福祉」という曖昧な言葉に落とし込まず、国㆑ベルでの早
急な具体的対処が求められていることを皆が認識しなければならない。
日弁連の提言が契機となり、養育費等にかかわる議論が活発化し、さらには関連する
様々な問題の改善へと波及することを期待したい。
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